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第１章 再生利用認定制度について 

１ 再生利用認定制度の概要 

（１）再生利用認定制度とは 

 

環境省令で定める廃棄物の再生利用を行い、又は行おうとする者は、当該再生利用の内容が生活環境の保

全上支障がないものとして環境省令及び告示で定める基準に適合している場合に環境大臣の認定を受けるこ

とができるものとし、この認定を受けた者については、処理業の許可を受けずに当該認定に係る廃棄物の処

理を業として行い、かつ、施設設置の許可を受けずに当該認定に係る廃棄物の処理施設を設置することがで

きる制度である。 
 

［解説］ 

  平成９年の法改正によって創設された再生利用認定制度は、廃棄物の減量化を推進するため、生活環境の保全

上支障がない等の一定の要件に該当する再生利用に限って環境大臣が認定する制度を設け、認定を受けたものに

ついては処理業及び施設設置の許可を不要とする規制緩和措置を講じたものである。 

 なお、廃棄物の適正な処理を確保するために、認定を受けたものについても処理基準の遵守、帳簿の記載及び

保存の義務等の規制は適用される。また、都道府県知事（施行令第27条に規定する政令市長を含む。以下同じ。）

又は市町村長は、認定を受けたものに対する報告徴収、立ち入り検査、改善命令及び措置命令等の権限を有して

いる。 

 

（２）認定の対象となる廃棄物 

（規則第６条の２、第12条の12の２） 
 

 法第９条の８第１項又は第15条の４の２第１項の規定による環境省令で定める廃棄物は、次の各号のいずれ

にも該当せず、かつ、同条の規定による特例の対象とすることによりその再生利用が促進されると認められる

廃棄物であって環境大臣が定めるものとする。 

① ばいじん又は焼却灰であって、廃棄物の焼却に伴って生じたものその他の生活環境保全上支障が生ずるお

それがあるもの（資源として利用することが可能な金属を含むものを除く。） 

② 特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律第２条第１項第１号イにかかげるもの（資源として利用

することが可能な金属を含むものを除く。） 

③ 通常の保管状態の下で容易に腐敗し、又は揮発する等その性状が変化することによってその生活環境の保

全上支障が生ずるおそれがあるもの 
 
［解説］ 

認定の対象となる廃棄物は、再生利用により生活環境の保全上支障が生じることを防止するため、廃棄物自体

が生活環境の保全上支障を生じさせない蓋然性の高いものに限定し、環境大臣が個別に告示により指定すること

となっている。 

この場合において、上記①から③の廃棄物は、以下の理由から本制度の対象とならない。 

（対象とならない理由） 

① ばいじん又は焼却灰等については、焼却時に生成されたダイオキシン類や重金属類を含有している可能性  

が高いため。 

② 鉛蓄電池やシュレッダーダスト等バーゼル法上の有害特性を有する廃棄物については、その廃棄物自体が

飛散することや処理の過程で発生する排ガスや排水等によって生活環境への影響に支障が生じるおそれがあ

るため。 

③ 食品残渣や下水汚泥等腐敗性や揮発性を有している廃棄物については、その廃棄物自体の性状の変化によ

り悪臭や汚水等が発生する可能性が高いため。 
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ただし、上記①及び②の廃棄物のうち、特定有害廃棄物等の輸出入等の規制に関する法律（以下「バーゼル法」

という。）第２条第１項第１号イに掲げる有害特性を有し、金属を含む廃棄物であって、その金属を原材料とし

て使用することができる程度に含む廃棄物については、その金属の回収・再生利用を円滑に推進していく必要が

あるため、３Ｒ推進の観点を踏まえ、生活環境の保全が確実に担保されることを前提とした上で、本制度の対象

としている。  

なお、上記③の廃棄物のうち、廃木材（廃棄物となった木材で、容易に腐敗しないように適切な除湿の措置を

講じたものに限る。）については、構造改革特別区域法に基づく措置により、特別区域のみにおいて本制度の対

象となっている。 

 

本制度の対象となる再生利用は環境省告示で指定されており、平成25年３月現在、下記のものが定められてい

る。 

 
 

１ 廃ゴム製品（廃ゴムタイヤ（自動車用のものに限る。））に含まれる鉄をセメントの原材料として使

用する場合【一般廃棄物、産業廃棄物】 

２ 廃ゴム製品を鉄鋼の製造の用に供する転炉その他の製鉄所の施設において溶銑に再生し、かつ、これ

を鉄鋼製品の原材料として使用する場合【一般廃棄物、産業廃棄物】 

３ 廃プラスチック類を高炉で用いる還元剤に再生し、これを利用する場合（４の場合を除く。） 

【一般廃棄物、産業廃棄物】 

  ４ 廃プラスチック類をコークス炉においてコークス及び炭化水素油に再生し、これらを利用する場合【一

般廃棄物、産業廃棄物】 

５ 廃肉骨粉（化製場から排出されるものに限る。）に含まれるカルシウムをセメントの原材料として使

用する場合【一般廃棄物、産業廃棄物】 

６ 廃木材（廃棄物となった木材で、容易に腐敗しないように適切な除湿の措置を講じたものに限る。）

を鉄鋼の製造の用に供する転炉その他の製鉄所の施設において溶銑に再生し、かつ、これを鉄鋼製品の

原材料として使用する場合（構造改革特別区域法第２条第１項に規定する構造改革特別区域のみに限定）

【一般廃棄物、産業廃棄物】 

７ 金属を含む廃棄物（当該金属を原材料として使用することができる程度に含むものが廃棄物になった

ものに限る。）から、鉱物又は鉱物の製錬若しくは精錬を行う工程で生ずる副生成物等を原材料として

使用する非鉄金属の製錬若しくは精錬又は製鉄の用に供する施設において、金属を再生品として得る場

合【一般廃棄物、産業廃棄物】 

８ 建設汚泥（シールド工法若しくは開削工法を用いた掘削工事、杭基礎工法、ケーソン基礎工法若しく

は連続地中壁工法に伴う掘削工事又は地盤改良工法を用いた工事に伴って生じた無機性のものに限る。）

を河川管理者の仕様書に基づいて高規格堤防の築造に用いるために再生する場合【産業廃棄物のみ】 

９ シリコン含有汚泥（半導体製造、太陽電池製造若しくはシリコンウエハ製造の過程で生じる専らシリ

コンを含む排水のろ過膜を用いた処理に伴って生じたものに限る。）を脱水して再生し、加工品を転炉

又は電気炉において溶鋼の脱酸に利用する場合【産業廃棄物のみ】 
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（３）認定の基準 

 Ⅰ 再生利用の内容の基準 

（規則第６条の３、第12条の12の４） 

  

１ 当該申請に係る再生利用が当該再生利用に係る廃棄物の再生利用の促進に寄与するものであること。 

２ 当該再生によって得ようとする物（以下「再生品」という。）の性状を適合させるべき標準的な規格

があること等当該再生品の性状が利用者の需要に適合していることを判断するに足りる条件が整備され

ていることにより、再生品の利用が見込まれること。 

３ 受け入れる廃棄物を再生品の原料として使用すること。 

４ 受け入れる廃棄物を主として燃料として使用することを目的とするものでないこと。 

５ 燃料として使用される再生品（容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律施行令第

１条に規定する製品であって環境大臣が定めるものを除く。）を得るためのものでないこと。 

６ 通常の使用に伴って生活環境の保全上支障を生ずるおそれがない再生品を得るためのものであるこ

と。 

７ 受け入れる廃棄物の全部又は大部分を再生利用の用に供する施設に投入すること。 

８ 再生に伴い廃棄物をほとんど生じないものであること。ただし、資源として利用することが可能な金

属に係る再生を行う場合は、この限りでない。 

９ 当該再生に伴い排ガスを生ずる場合には、排ガス中のダイオキシン濃度が１ｍ3当たり0.1ナノグラム以

下となるものであること。 

10 その他環境大臣が定める廃棄物ごとに環境大臣が定める基準に適合していること。 

 

［解説］ 

 本制度の認定を受けようとする再生利用の内容は、規則第６条の３及び第12条の12の４に定める基準の全てに

適合していることが求められる。 

１ 「再生利用の促進に寄与するものであること」とは、認定を受けようとする対象廃棄物のうち相当量のもの

が再生品として利用ができる見通しである等により当該廃棄物の再生利用の促進に寄与するものであることを

求めている。 

２ 「当該再生品の性状が利用者の需要に適合していることを判断するに足りる条件が整備されていること」と 

は、再生品のＪＩＳ規格が定められている等、原材料や資材として利用が確実になされる条件がそろっており、 

再生により得た再生品の需要がなく、結果として廃棄物となってしまうようなものではないことを求めている。 

４ 廃棄物処理の優先順位に沿った処理を確保するため、廃棄物を原料として再生利用することに伴い結果とし

て行われる燃焼を除き、燃料として用いる再生利用は対象としないこととしたものである。 

５ 「燃料として使用される再生品」とは、ごみ固形燃料（ＲＤＦ）等をいう。なお、括弧内の「容器包装に係 

る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律施行令第１条に規定する製品であって環境大臣が定めるもの」 

については、現時点においては定められていない。 

６ 「通常の使用に伴って生活環境の保全上支障を生ずるおそれがない再生品」とは、再生品自体が腐敗等によ 

り悪臭や汚水等の発生するおそれのない生活環境保全上支障がない再生品であることを求めている。 

10 「その他環境大臣が定める廃棄物ごとに環境大臣が定める基準」については、現在、認定の対象となる廃棄 

物の種類ごとに以下の再生利用の内容の基準が定められている。 

 〈廃ゴム製品に係る基準〉 

   次の① ②のいずれかに該当するものであること。 

① 廃ゴム製品に含まれる鉄をセメントの原材料として使用するものであって、次のいずれにも該当するも

のであること。 

イ 再生利用に供される廃ゴム製品のうち、廃ゴムタイヤ（自動車用のものに限る）であること。 

ロ 再生品であるセメントが、同一の種類及び同等の品質のものの価格等と比較して、利用が確実に見
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込まれるものであること。 

② 廃ゴム製品を鉄鋼の製造の用に供する転炉その他の製鉄所の施設において溶銑に再生し、かつ、これを

鉄鋼製品の原材料として使用するものであって、再生品である鉄鋼製品が、同一の種類及び同等の性能の

ものの価格等と比較して、利用が確実に見込まれるものであること。 

 〈廃プラスチック類に係る基準〉 

   次の ① ② のいずれかに該当するものであること。 

① 廃プラスチック類を高炉で用いる還元剤に再生し、これを利用するものであって、次のイ及びロのいず 

れにも該当するものであること。 

イ 異物の除去、破砕、脱塩素、検査、分級その他の処理により、廃プラスチック類から還元剤を製造す 

るものであること。 

   ロ 廃プラスチックから製造する還元剤を高炉において鉄鉱石を還元するために利用するものであること。 

② 廃プラスチック類をコークス炉においてコークス及び炭化水素油に再生し、これらを利用するものであ

って、次のイからハまでのいずれにも該当するものであること。 

イ 異物の除去、破砕、分級、熱分解、精製その他の処理により、廃プラスチック類からコークス及び炭

化水素油を製造するものであること。 

   ロ 廃プラスチック類から製造するコークスを専ら高炉において鉄鉱石を還元するものであること。 

   ハ 廃プラスチック類から製造する炭化水素油を化学製品の原材料として利用するものであること。 

 〈廃肉骨粉に係る基準〉 

① 廃肉骨粉に含まれるカルシウムをセメントの原材料として使用するものであること。 

② 再生品であるセメントが、同一の種類及び同等の性能のものの価格等と比較して、利用が確実に見込ま 

れるものであること。 

 〈廃木材に係る基準〉 

① 廃木材を鉄鋼の製造の用に供する転炉その他の製鉄所の施設において溶銑に再生し、かつ、これを鉄鋼

製品の原材料として使用するものであること。 

② 再生品である鉄鋼製品が、同一の種類及び同等の性能のものの価格等と比較して、利用が確実に見込ま

れるものであること。 

 〈金属を含む廃棄物（当該金属を原材料として使用することができる程度に含むものが廃棄物になったものに

限る。）に係る基準〉 

① 鉱物又は鉱物の製錬若しくは精錬を行う工程で生ずる副生成物等を原材料として使用する非鉄金属の 

製錬若しくは精錬又は製鉄の用に供する施設において、金属を含む廃棄物から金属を再生品として得るた

めのものであること。 

② 廃棄物を原材料として使用するに当たって、前処理を行う場合にあっては、当該前処理に伴い生ずる廃

棄物の適正な処理が行われるものであること。 

〈汚泥に係る基準〉 

① 当該工事に係る仕様書に記載されたところにより、高規格堤防の築造材（地表から1.5m以上の深さの部

分に用いられるものに限る。）として用いるための再生品を得るためのものであること。 

② 当該工事に係る仕様書に記載された品質の再生品を得ることができるものであること。 

③ 次に掲げる再生品を得ることができるものであること。 

   イ 産業廃棄物に含まれる金属等の検定方法により検定した場合における検出値が別表の各項の左覧に掲 

げる物質ごとに当該各項の右欄に掲げる数値以下であること。 
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別表 

カドミウム             検液１リットルにつき0.01mg以下 

全シアン              検液中に検出されないこと。 

有機燐               検液中に検出されないこと。 

鉛                 検液１リットルにつき0.01mg以下 

六価クロム             検液１リットルにつき0.05mg以下 

砒素                検液１リットルにつき0.01mg以下 

総水銀               検液１リットルにつき0.0005mg以下 

アルキル水銀            検液中に検出されないこと。 

ＰＣＢ               検液中に検出されないこと。 

ジクロロメタン           検液１リットルにつき0.02mg以下 

四塩化炭素             検液１リットルにつき0.002mg以下 

１，２―ジクロロエタン       検液１リットルにつき0.004mg以下 

１，１－ジクロロエチレン      検液１リットルにつき0.02mg以下 

シス－１，２－ジクロロエチレン   検液１リットルにつき0.04mg以下 

１，１，１－トリクロロエタン    検液１リットルにつき1mg以下 

１，１，２－トリクロロエタン    検液１リットルにつき0.006mg以下 

トリクロロエチレン         検液１リットルにつき0.03mg以下 

テトラクロロエチレン        検液１リットルにつき0.01mg以下 

１，３ジクロロプロペン       検液１リットルにつき0.002mg以下 

チウラム              検液１リットルにつき0.006mg以下 

シマジン              検液１リットルにつき0.003mg以下 

チオベンカルブ           検液１リットルにつき0.02mg以下 

ベンゼン              検液１リットルにつき0.01mg以下 

セレン               検液１リットルにつき0.01mg以下 

 

   ロ コーン指数が0.4N/ｍｍ2以上又は一軸圧縮強度が0.1N/ｍｍ2以上であること。 

 〈シリコン含有汚泥に係る基準〉 

① シリコン含有汚泥を脱水することにより、加工品に加工するための再生品を得るためのものであること。 

② 次に掲げる要件を満たす再生品を得ることができるものであること。 

イ 水分含有量が45％以下であること。 

ロ シリコンの含有量が水分を除いた全重量の90％以上であること。 

  ③ 加工品が転炉又は電気炉において溶鋼を脱酸するために利用されるものであること。 
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Ⅱ 再生利用を行い、又は行おうとする者の基準 

（規則第６条の４、第12条の12の５） 

１ 認定の申請の際５年以上当該申請に係る再生利用を業として的確に行っている者又は経理的及び技術

的にこれと同等以上の能力を有すると認められる者であって、かつ、周辺地域の生活環境の保全及び増進

に配慮された事業計画を有する者であること。 

２ 当該申請に係る再生利用の用に供する施設において得られる再生品の性状が事業計画に記載された当

該再生品の性状に適合したものとなるよう、次に掲げる事項を適切に行うことができる者であること。 

  イ 受け入れる廃棄物の性状の分析及び管理 

  ロ 当該申請に係る再生利用の用に供する施設の運転管理 

  ハ 再生品の性状の分析及び管理 

３ （一般廃棄物を受け入れる場合）第４条の５第１項第１号、第10号から第14号まで及び第16号に規定す

る基準に従い、当該申請に係る再生利用の用に供する施設の維持管理をすることができる者であること。 

   （産業廃棄物を受け入れる場合）第12条の６に規定する基準に従い、当該申請に係る再生利用の用に供

する施設の維持管理をすることができる者であること。 

４ （当該申請に係る再生利用の用に供する施設が一般廃棄物処理施設である場合）第４条の５に規定する

基準（前号に掲げるものを除き、当該施設に係るもの（当該施設が焼却施設である場合には、同条第１項

第２号ワを除く。）に限る。）に従い、当該一般廃棄物処理施設の維持管理をすることができる者である

こと。 

   （当該申請に係る再生利用の用に供する施設が産業廃棄物処理施設である場合）第12条の７に規定する

基準（当該施設に係るもの（当該施設が令第７条第２号、第５号、第８号、第12号及び第13号の２に掲げ

る施設である場合には、第12条の７第５項においてその例によるものとされた第４条の５第１項第２号ワ

を除く。）に限る。）に従い、当該産業廃棄物処理施設の維持管理をすることができる者であること。 

５ 次に掲げる者が当該申請に係る再生利用を的確に行うに足りる知識及び技能を有すると認められる者

であること。 

  イ 申請者が法人である場合には、その代表者又は当該申請に係る収集若しくは運搬又は処分に関する業

務を行う役員 

  ロ 申請者が個人である場合には、当該者 

６ 当該再生に係る事業場（前号に規定する者以外の者が代表者であるものに限る。）において当該再生に

関する技術上の業務を的確に行うに足りる知識及び技能を有すると認められる者を有すること。 

７ 当該申請に係る再生利用を的確に、かつ、継続して行うに足りる経理的基礎を有すること。 

８ （一般廃棄物を受け入れる場合）法第７条第５項第４号イからヌまでのいずれにも該当しないこと。 

   （産業廃棄物を受け入れる場合）法第14条第５項第２号イからへまでのいずれにも該当しないこと。 

９ 当該申請に係る再生利用を自ら行う者であること。 

10 法、令及びこの省令の規定に違反していない者であること。 

11 その他環境大臣が定める廃棄物ごとに環境大臣が定める基準に適合していること。 

［解説］ 

 本制度の認定を受けようとする再生利用を行い又は行おうとする者は規則第６条の４及び第12条の12の５に定

める基準の全てに適合していることが求められる。 

１ 「５年以上当該申請に係る再生利用を業として的確に行っている者又は経理的及び技術的にこれと同等以上 

の能力を有すると認められる者」とは、当該廃棄物の再生利用を５年以上にわたり、適正、確実に行えるよう 

な経理的基礎及び技術的な能力を有している者であることを求めている。 

「周辺地域の生活環境の保全及び増進に配慮された事業計画を有する者」とは、大気汚染、水質汚濁、悪臭、 

振動、騒音等の生活環境の保全上の支障を生じない措置について具体的な計画を有することを求めている。 

２ 「受け入れる廃棄物の性状の分析及び管理」とは、受け入れる廃棄物に求められる性状を分析し、基準に適 

合しない廃棄物の混入等がないよう管理することをいう。 
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３ 廃棄物処理施設（令第５条及び第７条に該当する施設。以下同じ。）に該当しない施設であっても、「第４ 

条の５第１項第１号、第10号から第14号まで及び第16号に規定する基準に従い、当該申請に係る再生利用の用 

に供する施設の維持管理をすることができる」（一般廃棄物を受け入れる場合）「第12条の６に規定する基準 

に従い、当該申請に係る再生利用の用に供する施設の維持管理をすることができる」（産業廃棄物を受け入れ 

る場合）とは、生活環境の保全上支障が生ずることがないよう、維持管理の技術上の基準の一部を遵守するこ 

とができることをいう。 

４ 廃棄物処理施設に該当する場合にあっては、規則第４条の５及び第12条の６で定める当該施設に係る維持管 

理の技術上の基準全て（ダイオキシン類濃度については最も厳しい0.1ng-TEQ/Nｍ3以下。）を遵守することが 

できる者であることを求めている。 

５ 「再生利用を的確に行うに足りる知識及び技能を有する」とは、当該廃棄物及び当該廃棄物の処理について、 

性質、特徴、取扱方法、環境に与える影響等を熟知しており、かつ、処理を的確に行うための知識及び技能を 

有することをいう。 

７ 「経理的基礎を有する」とは、利益を計上できていること又は自己資本比率が１割を超えていることが望 

ましく、少なくとも債務超過の状態でないことが相当である。貸借対照表、損益計算書及び納税証明書等を審 

査し、経理的基礎の有無を判断することとなる。 

８ 廃棄物処理業に係る欠格要件に該当しないものであることを求めている。 

９ 「再生利用を自ら行う」とは、認定に係る再生利用を自ら行い、他人に委託してはならないことを求めてい 

る。 

11 「その他環境大臣が定める廃棄物ごとに環境大臣が定める基準」については、現在、認定の対象となる廃棄 

物の種類ごとに以下のような再生利用を行い又は行おうとする者の基準が定められている。 

 〈廃ゴム製品に係る基準〉 

① 廃ゴム製品に含まれる鉄をセメントの原材料として使用するもの 

セメントの製造及び販売を主たる事業として行う者であって、再生品として製造したセメントの販売を

円滑に行うことができることが事業の実績等に照らして明らかであるものであること。 

② 廃ゴム製品を鉄鋼の製造の用に供する転炉その他の製鉄所の施設において溶銑に再生し、かつ、これを

鉄鋼製品の原材料として使用するもの 

鉄鋼製品の製造及び販売を主たる事業として行う者であって、再生品として製造した鉄鋼製品の販売を

円滑に行うことができることが事業の実績等に照らして明らかであるものであること。 

 〈廃プラスチック類に係る基準〉 

① 廃プラスチック類を高炉で用いる還元剤に再生しこれを利用する場合は、高炉による製鉄業を主たる事 

業とする事業者であって、自ら業として還元剤を製造するものであること。 

② 廃プラスチック類をコークス炉においてコークス及び炭化水素油に再生し、これらを利用する場合は、 

製鉄業者であって自ら業としてコークスを製造するもの又は高炉で用いるコークスの製造及び販売を主た 

る事業とする事業者であって廃プラスチック類から製造したコークス及び炭化水素油の販売を円滑に行う 

ことができることが事業の実績等に照らして明らかであるものであること。 

〈廃肉骨粉に係る基準〉 

セメントの製造及び販売を主たる事業として行う者であって、再生品として製造したセメントの販売を円

滑に行うことが事業の実績等に照らして明らかであること。 

〈廃木材に係る基準〉 

   鉄鋼製品の製造及び販売を主たる事業として行う者であって、再生品として製造した鉄鋼製品の販売を円

滑に行うことができることが事業の実績等に照らして明らかであるものであること。 

〈金属を含む廃棄物（当該金属を原材料として使用することができる程度に含むものが廃棄物になったものに

限る。）に係る基準〉 

① 再生品である金属その他の処理物を区分して保管及び搬出することができる者であること。 

② 金属の製造及び販売を主たる事業として行う者であって、再生品である金属の販売を円滑に行えること

が事業の実績等に照らして明らかなものであること。 
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③ 金属を含む廃棄物の再生利用の用に供する施設が溶融炉である場合にあっては、次に掲げる基準に従い 

当該施設の維持管理をすることができる者であること。 

イ 溶融炉内への金属を含む廃棄物又は金属を含む廃棄物を焼結若しくはばい焼したもの（以下「金属を

含む廃棄物等」という。）の投入は、定量ずつ連続的に行うこと。 

ロ 溶融炉内に投入された金属を含む廃棄物等の温度を金属を得るために必要な温度以上とし、これを保

つこと。 

ハ 溶融炉内に投入された金属を含む廃棄物等の数量及び性状に応じ、金属を得るために必要な滞留時間

を調節すること。 

ニ 溶融炉内の温度を間接的に把握することができる位置の温度を連続的に測定し、かつ、当該温度及び

当該温度から推定される溶融炉内の温度を記録すること。ただし、溶融炉内の温度を直接的、かつ、連

続的に測定し、記録する場合はこの限りでない。 

ホ 溶融炉が適正に稼働していることを確認するため、溶融処理に伴い生ずる物（ばいじんを除く。）の

流動状態が適正であることを定期的に確認すること。 

ヘ 集じん器に流入する燃焼ガスの温度をおおむね200℃以下に冷却すること。ただし、集じん器内で燃

焼ガスの温度を速やかにおおむね200℃以下に冷却することができる場合にあっては、この限りでない。 

ト 集じん器に流入する燃焼ガスの温度（ヘのただし書の場合にあっては、集じん器内で冷却された燃焼

ガスの温度）を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

チ 冷却設備及び排ガス処理設備にたい積したばいじんを除去すること。 

リ 排ガスによる生活環境の保全上の支障を生じないようにすること。 

ヌ 火災の発生を防止するために必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の消火設備を備えること。 

ル 溶融炉内に金属を含む廃棄物を投入するために必要な焼結又はばい焼を行う場合にあっては、次によ

ること。 

(1) 金属を含む廃棄物の焼結又はばい焼を行う場合にあっては、焼結炉又はばい焼炉内のガスの温度

を焼結又はばい焼を行うために必要な温度に保つとともに、焼結炉又はばい焼炉内のガスの温度を連

続的に測定し、かつ、記録すること。 

(2) 排ガスによる生活環境保全上の支障が生じないようにすること。 

(3) 火災の発生を防止するために必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の消火設備を備えるこ

と。 

④ 金属を含む廃棄物の再生利用の用に供する施設が浸出槽である場合にあっては、次に掲げる基準に従い

当該施設の維持管理をすることができる者であること。 

イ 浸出槽内の水素イオン濃度指数を測定し、金属を含む廃棄物等及び浸出液の供給量を適度に調整する

こと。 

ロ 金属を含む廃棄物等と浸出液との混合を十分に行うこと。 

ハ 浸出液が地下に浸透しないように必要な措置を講ずること。 

ニ 電解槽から生じる排水による生活環境の保全上の支障を生じないようにすること。 

ホ 浸出槽内に金属を含む廃棄物を投入するために必要な焼結又はばい焼を行う場合にあっては、③のル

の規定の例によること。 

⑤ 金属を含む廃棄物の再生利用の用に供する施設が回転炉床型の還元炉である場合にあっては、次に掲げ

る基準に従い当該施設の維持管理をすることができる者であること。 

イ 還元炉内への金属を含む廃棄物の投入は、定量ずつ連続的に行うこと。 

ロ 還元炉内の温度を金属を得るために必要な温度以上に保つこと。 

ハ 還元炉内の温度を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

ニ 還元炉の回転速度に伴い、還元炉内に投入された金属を含む廃棄物等の数量及び性状に応じ、金属を

得るために必要な滞留時間を調節すること。 

ホ 還元炉床にたい積した物を定期的に除去すること。 
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ヘ 再生品である金属の回収の用に供する集じん器に流入する金属を含有した燃焼ガスの温度をおおむね

200℃以下に冷却すること。ただし、集じん器内で金属を含有した燃焼ガスの温度を速やかにおおむね

200℃以下に冷却することができる場合にあっては、この限りでない。 

ト 再生品である金属の回収の用に供する集じん器に流入する金属を含有した燃焼ガスの温度を連続的に

測定し、かつ、記録すること。 

チ 冷却設備及び排ガス処理設備にたい積したばいじんを除去すること。 

リ 排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じないようにすること。 

ヌ 火災の発生を防止するために必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の消火設備を備えること。 

ル 還元炉内に金属を含む廃棄物を投入するために必要な造粒（物を処分するために、粉砕し、押し出し

により成形し、水を均一に混合し、かつ、乾燥することをいう。）を行う場合にあっては、次によるこ

と。 

(1) 定期的に保管設備を点検し、金属を含む廃棄物が流出し、又は地下に浸透するおそれがあると認

められる場合には、速やかにこれを防止するために必要な措置を講ずること。 

(2) 破砕設備にあっては次によること。 

(イ) 破砕設備に投入する金属を含む廃棄物に破砕に適さないものが含まれていないことを連続的

に監視すること。 

(ロ) 破砕によって生ずる粉じんの周囲への飛散を防止するために必要な措置を講ずること。 

(3) 乾燥設備にあっては次によること。 

(イ) 乾燥室の出口における温度を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

(ロ) 排ガスに係る管路を定期的に清掃すること。 

 〈汚泥に係る基準〉 

① 次に掲げる事項を記載した仕様書に基づき再生品の製造を行う者であること。 

   イ 当該再生品を用いようとしている高規格堤防の位置 

   ロ 当該高規格堤防の築造に用いようとしている再生品の数量 

   ハ 当該高規格堤防の築造に用いようとしている再生品の性状（再生品を使用する場所の状況に応じて生

活環境の保全上支障が生じないようにするために満たすべき水素イオン濃度に関する事項を含む。） 

   ニ 当該高規格堤防の築造に再生品を用いようとしている時期 

② 再生品とその他の処理物を区分して保管及び搬出することができる者であること。 

 〈シリコン含有汚泥に係る基準〉 

   再生品の販売を円滑に行うことができることが事業の実績等に照らして明らかである者であること。 
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Ⅲ 再生利用の用に供する施設の基準 

（規則第６条の５、第12条の12の６） 

１ （一般廃棄物を受け入れる場合）第４条第１項第１号、第３号から第６号まで及び第15号に規定する基準に

適合していること。 

（産業廃棄物を受け入れる場合）第12条第１号及び第３号から第７号までに規定する基準に適合していること。 

２ （当該施設が一般廃棄物処理施設である場合）第４条に規定する基準（１に掲げるものを除き、当該施設に

係るものに限る。）に適合していること。 

（当該施設が産業廃棄物処理施設である場合）第12条の２に規定する基準（当該施設に係るものに限る。） 

に適合していること。 

３ 申請書に記載された処理能力を有すること。 

４ 施設の設置に関する計画が当該施設に係る周辺地域の生活環境の保全について適正な配慮がなされたもので

あること。 

５ その他環境大臣が定める廃棄物ごとに環境大臣が定める基準に適合していること。 

［解説］ 

 本制度の認定を受けようとする再生利用の用に供する施設は規則第６条の５、第12条の12の６に定める基準の

全てに適合していることが求められる。 

１ 廃棄物処理施設に該当しない施設であっても、生活環境の保全上支障が生ずることがないよう、廃棄物処理 

施設の技術上の基準の一部については適合することを求めている。 

２ 廃棄物処理施設に該当する施設については、規則第４条及び第12条の２で定める当該施設の技術上の基準全 

て（ダイオキシン類濃度については最も厳しい0.1ng-TEQ/Nｍ3以下。）に適合することを求めている。 

４ 「当該施設に係る周辺地域の生活環境の保全について適正な配慮がなされたもの」とは、再生利用に係る処 

理を行うことで、大気汚染、水質汚濁、悪臭、振動、騒音等により、周辺地域に生活環境の保全上支障が生ず 

ることがないよう、適正に配慮されたものであること。 

５ 「その他環境大臣が定める廃棄物ごとに環境大臣が定める基準」については、現在、認定の対象となる廃棄 

物の種類ごとに以下のような再生利用の用に供する施設が定められている。 

〈汚泥に係る基準〉 

申請書に記載された方法により再生を行うために薬剤を用いる場合は、汚泥及び薬剤を均一に混合すること 

ができる混練設備及び当該混合物の性状を安定させるための養生を十分に行うことができるようにするための

場所が設けられていることとする。 

 〈シリコン含有汚泥に係る基準〉 

  シリコン含有汚泥を脱水するための施設が移動式のものである場合は、シリコン含有汚泥の脱水に伴って生 

じた脱離液を当該シリコン含有汚泥を排出した廃水処理施設に移送するために必要な配管、ポンプその他の設 

備を有することとする。 

 

Ⅳ 再生利用の認定の特例 

（規則第６条の６、第12条の12の７） 

１ 再生利用に係る特例の対象となる一般廃棄物（産業廃棄物）のうち、当該一般廃棄物（産業廃棄物）に係る再生 

利用が次の各号のいずれにも適合しているときは、規則第６条の４第４号及び第６条の５第２号（第12条の12 

の５第４号及び第12条の12の６第２号）の規定にかかわらず、これらの規定は、適用しない。  

１ 当該一般廃棄物（産業廃棄物）に係る再生利用を行い、又は行おうとする者が、環境大臣が定める基準に従い、

当該一般廃棄物（産業廃棄物）の再生利用の用に供する施設の維持管理をすることができること。  

２ 当該施設が環境大臣が定める基準に適合していること。  

［解説］ 

 再生利用の認定の特例を定めるものであり、上記に該当する場合には、再生利用を行い、又は行おうとする者

の基準、再生利用の用に供する施設の基準の一部が適用除外となる。 
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 「環境大臣が定める基準」については、現在、以下の基準が定められている。 

〈鉄鋼の製造の用に供する転炉及び附帯設備の維持管理に係る基準〉 

鉄鋼の製造の用に供する転炉及び附帯設備（以下「転炉等」という。）の維持管理の技術上の基準及び技術

上の基準を次のように定める。 

１  転炉等の維持管理の技術上の基準は、次のとおりとする。 

イ 転炉内を廃ゴムタイヤその他の廃ゴム製品（ゴムと鉄を原材料として製造された製品が廃棄物となった

ものに限る。以下「廃ゴムタイヤ等」という。）のガス化に必要な温度に保つこと。 

ロ 転炉から排出される熱分解ガス（転炉内において廃ゴムタイヤ等の熱分解によるガス化によって得られ

たガスをいう。以下同じ。）の温度を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

ハ 除去設備に流入する熱分解ガスの温度をおおむね 200℃以下に冷却すること。ただし、除去設備内で熱

分解ガスの温度を速やかにおおむね 200℃以下に冷却することができる場合にあっては、この限りでない。 
ニ 除去設備に流入する熱分解ガスの温度（ハのただし書きの場合にあっては、除去設備内で冷却された熱

分解ガスの温度）を連続的に測定し、かつ、記録すること。 

ホ 冷却設備及び除去設備にたい積したばいじんを除去すること。 

ヘ 除去設備の出口における熱分解ガス中の別表に定める方法により算出されたダイオキシン類の濃度が

0.1ng／ｍ3以下となるように廃ゴムタイヤ等のガス化を行うこと。 

ト 除去設備の出口における熱分解ガス中のダイオキシン類の濃度を毎年１回以上、硫黄酸化物、ばいじん、

塩化水素及び硫化水素の濃度を６月に１回以上測定し、かつ、記録すること。 

チ ばいじんの溶融を行う場合にあっては、ばいじん処理設備に投入されたばいじんの温度をその融点以上

に保つこと。 

リ ばいじんの焼成を行う場合にあっては、焼成炉中の温度を 1,000℃以上に保つとともに、焼成炉中の温

度を測定し、かつ、記録すること。 

ヌ ばいじんのセメント固化処理又は薬剤処理を行う場合にあっては、ばいじん、セメント又は薬剤及び水

を均一に混合すること。 

ル 火災の発生を防止するために必要な措置を講ずるとともに、消火器その他の消火設備を備えること。 

２ 転炉等の技術上の基準は、次のとおりとする。 

イ 定量ずつ廃ゴムタイヤ等を転炉に投入することができる供給装置が設けられていること。 

ロ 転炉が次の要件を備えていること。 

(1) 廃ゴムタイヤ等を熱分解によりガス化し、及び溶銑を得るために必要な温度を適正に保持することがで

きるものであること。 

(2) 熱分解ガスが外気へ流出しないこと。 

(3) 爆発を防止するために必要な措置が講じられていること。 

ハ 転炉から排出される熱分解ガスの温度を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられている

こと。 

ニ 除去設備に流入する熱分解ガスの温度をおおむね 200℃以下に冷却することができる冷却設備が設けら

れていること。ただし、除去設備内で熱分解ガスの温度を速やかにおおむね 200℃以下に冷却することが

できる場合にあっては、この限りでない。 

ホ 熱分解ガス中の硫黄酸化物、ばいじん、塩化水素及び硫化水素を除去する設備が設けられていること。 

ヘ  除去設備に流入する熱分解ガス（ニのただし書きの場合にあっては、除去設備内で冷却された熱分解ガ

スの温度）を連続的に測定し、かつ、記録するための装置が設けられていること。 

ト 次の要件を備えたばいじん処理設備が設けられていること。 

(1) ばいじんが飛散し、及び流出しない構造のものであること。 

(2) ばいじんの溶融を行う場合にあっては、次の要件を備えていること。 

 (ｲ) ばいじんの温度をその融点以上にすることができるものであること。 

  (ﾛ) 溶融に伴い生ずる排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じないようにすることができる排ガス

処理設備等が設けられていること。 

(3) ばいじんの焼成を行う場合にあっては、次の要件を備えていること。 

  (ｲ) 焼成炉中の温度が 1,000℃以上の状態でばいじんを焼成することができるものであること。 

  (ﾛ) 焼成炉中の温度を測定し、かつ、記録するための装置が設けられていること。 

  (ﾊ) 焼成に伴い生ずる排ガスによる生活環境の保全上の支障が生じないようにすることができる排ガス
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処理設備等が設けられていること。 

(4) ばいじんのセメント固化処理又は薬剤処理を行う場合にあっては、ばいじん、セメント又は薬剤及び水

を均一に混合することができる混練装置が設けられていること。 

 

  別表（第２号ヘ関係） 

日本工業規格K0311に定める方法によるほか、次によること。 

ア 熱分解ガスの採取に当たっては、廃ゴムタイヤ等の熱分解の反応状態が安定した時点から１時間以上

経過した後、４時間以上採取すること。 

イ 採取した熱分解ガスは、温度が０℃であって、圧力が 101.3kPa の状態のものに換算すること。 

ウ 次の式により、熱分解ガス中の塩素化合物の種類ごとの濃度について、補正を行うこと。 

 Ｃic＝Ｃi×（21－12）／（21－Ｏs）／Ｑ 

 Ｃic 塩素化合物の補正濃度（ng／ｍ3） 

 Ｃi   日本工業規格K0311の 7.4.3に規定する方法により得られた当該塩素 

    化合物の濃度（ng／ｍ3） 

 Ｏs   熱分解ガス中の酸素の濃度（％） 

 Ｑ    熱分解ガス１ｍ3当たりの乾きガス量 

エ  2,3,7,8－テトラクロロジベンゾ－パラ－ジオキシンの毒性への換算については、ダイオキシン類対策

特別措置法施行規則（総理府令第67号）第３条の規定の例によること。 

 

 

（４）金属を含む廃棄物（当該金属を原材料として使用することができる程度に含むものが廃棄

物になったものに限る。）を扱う場合の留意点 
 

１ 排出事業者は産業廃棄物管理票（マニフェスト）の交付を要すること。 

２ 認定を受ける者は、環境保全のために講じる措置や積極的な情報公開について環境大臣と自主的な協定を

締結するなど自主的に取り組む姿勢を明らかにするとともに、事業の実施に当たり積極的な情報公開により

生活環境の保全上支障がなく効率的かつ確実に再生利用を実施していることを明らかにすること。 
 

［解説］ 

１ 金属を含む廃棄物（当該金属を原材料として使用することができる程度に含むものが廃棄物になったものに

限る。）以外の廃棄物に係る再生利用認定制度においては、認定を受けた者に当該認定に係る産業廃棄物の当

該認定に係る運搬又は処分を委託する場合、マニフェストの交付は要しないこととされている。 

これは、「当該再生に伴い廃棄物（再生品を除く。）をほとんど生じないこと。」という再生利用認定の要

件のもと、認定を受けた者に引き渡す場合にはほぼ全量が再生されることが確実であり、再生が確実になされ

た時点で廃棄物の処理が完結するためである。 

一方、金属を含む廃棄物（当該金属を原材料として使用することができる程度に含むものが廃棄物になった

ものに限る。）については、事業の特性から前処理工程、再生工程において相当の残さが生じることが想定さ

れ、これら廃棄物の処理についても排出事業者はその責任を全うする必要があることから、これを担保する方

法としてマニフェストの交付が必要である。加えて、バーゼル法上の有害特性を有する廃棄物である場合もあ

ることから、マニフェストは不可欠である。 

２ 金属を含む廃棄物（当該金属を原材料として使用することができる程度に含むものが廃棄物になったものに

限る。）の再生利用においては、認定を受けた内容を行う限り、周辺の生活環境保全に影響を及ぼさないもの

であるが、認定の対象となる廃棄物は有害性を有する廃棄物である場合もあり、事業者が自主的に、原材料と

する当該廃棄物の量や性状、生産設備における環境保全のための措置、金属の再生利用量等を公表することに

より周辺住民や国民の不安感を払拭し、当該廃棄物の再生利用の有効性を明らかにすることが重要である。 
これを明確にするための一手法として、中央環境審議会廃棄物・リサイクル部会廃棄物の区分等に関する専

門委員会報告「バーゼル条約に基づく有害廃棄物の再生利用認定制度における取扱に関する検討結果報告」

（平成19年３月28日）では、自主的な協定を環境大臣と締結するなど認定を受ける事業者において自主的に取
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り組む姿勢を明らかにすることが考えられる、とされている。 
 自主的な協定では以下のような内容が示されることが考えられる。 
① 再生利用の過程における周辺生活環境への配慮 

再生利用する廃棄物の収集・運搬や生産設備において環境保全のために講じる措置の内容を明らかにする。 
② 積極的な情報公開 

周辺住民はもとより、広く国民に再生利用の有効性や環境配慮の状況について周知する。 
具体的な内容としては、 

イ 受け入れる廃棄物の量及び性状 

ロ 周辺生活環境への影響の低減に関する措置の内容と講じたことによる結果（排ガスや排水の状況等） 

ハ 排出される廃棄物の処理とその処理状況 

ニ 再生利用される金属の種類及び量 

ホ 情報公開の頻度及び方法 
 等が考えられる。 

③ 環境省への報告 

協定に記載された取組の推進状況等については、定期的に環境省へ報告する。 

 

 

２ 認定申請書類について 

（１）申請書提出事項 

（規則第６条の６の２、第12条の12の７） 

１ 次に掲げる事項を記載した事業計画 

 イ 事業計画の概要 

 ロ 当該申請に係る再生利用の内容に関する次に掲げる事項 

(1) 再生利用を行う一般（産業）廃棄物の種類及び性状 

(2) 再生の方法 

(3) 再生品の種類及び性状並びに当該再生品を適合させようとしている日本工業規格その他の規格等の名

称及び内容 

(4) 再生品の利用方法並びに価格及び需要の見込み 

(5) 事業の規模 

ハ 当該再生に係る事務所及び事業場の所在地 

ニ 法第７条第６項又は第14条第６項の許可を受けている場合には、当該許可に係る事業の範囲 

ホ 法第８条第１項又は第15条第１項の許可を受けている場合には、当該許可に係る施設の種類 

へ 申請者が設置し、又は設置しようとする当該申請に係る再生利用の用に供する全ての施設に関する次に

掲げる事項 

(1) 施設の設置の場所 

(2) 施設の種類 

(3) 施設の処理能力 

(4) 施設の位置、構造等の設置に関する計画 

(5) 施設の維持管理に関する計画 

(6) 施設を設置しようとする場合には、着工予定年月日及び使用開始予定年月日 

２ 当該申請に係る再生利用を行う一般（産業）廃棄物及び再生品の性状を明らかにする書類 

３ 再生に伴い生ずる廃棄物（再生品を除く。）の種類、性状、数量及び処理方法を記載した書類 

４ 施設を設置している場合には、申請者が当該施設の所有権を有すること（所有権を有しない場合には、当

該施設を使用する権原を有すること）を証する書類 

５ 施設を設置しようとする場合には、工事の着工から施設の使用開始に至る具体的な計画書 
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６ 申請者が法人である場合には、定款又は寄附行為及び登記事項証明書 

７ 申請者が個人である場合には、住民票の写し並びに成年被後見人及び被補佐人に該当しない旨の登記事項

証明書 

８ 申請者が法第７条第５項第４号イからヌまでに該当しない者であることを誓約する書面 

９ 申請者が法人である場合には、役員の氏名及び住所を記載した書類 

10 申請者が法人である場合において、発行済み株式総数の100分の５以上の株式を有する株主又は出資の額

の100分の５以上の額に相当する出資をしている者があるときは、当該株主又は者の氏名又は名称、住所

及び当該株主の有する株式の数又は当該者のなした出資の金額を記載した書類 

11 第６条の４第６号に規定する者の履歴書 

12 当該申請に係る収集若しくは運搬又は処分の事業に従事する者の人数を記載した書類 

13 当該申請に係る収集若しくは運搬又は処分の事業の開始に要する資金の総額及びその資金の調達方法を

記載した書類 

14 申請者が法人である場合には、直前５年の各事業年度における貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動

計算書及び個別注記表並びに直前３年の各事業年度における法人税の納付すべき額及び納付済額を証する

書類 

15 申請者が個人である場合には、資産に関する調書並びに直前３年の所得税の納付すべき額及び納付済額を

証する書類 

16 当該申請に係る再生利用又はそれに相当する行為の業務経歴を記載した書類 

17 第１号ロ(3)の規格等の写し 

18 当該申請に係る再生利用の用に供する施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、処理

工程図及び設計計算書並びに当該施設の付近の見取図 

19 施設を設置しようとする場合には、当該施設を設置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響について

の調査の結果を記載した書類 

20 施設を設置している場合には、排ガス中のばい煙量及びばい煙濃度並びに環境大臣が定める方法により算

出したダイオキシン類の濃度並びに排水の汚染状態（水質汚濁防止法（昭和45年法律第138号）第３条第

１項に規定する汚染状態をいう。）を記載した書類 

21 その他第６条の２及び第12条の12の２の規定により環境大臣が定める一般廃棄物及び産業廃棄物ごとに

環境大臣が定める書類及び図面 

［解説］ 

１ 再生利用認定の申請書類（様式Ａ）に記載する事項である。なお、別添（記入例）も参考にすること。 

イ 様式１に示すとおり、事業計画概要、再生利用フロー、環境保全対策等について記載すること。 

ロ (1)の「種類」とは、廃ゴム製品や廃プラスチック類等、対象となる廃棄物の品目をいい、一般廃棄物の場

合も法第２条第４項及び施行令第２条に規定する産業廃棄物の種類に準じて記入すること。また「性状」と

は、標準的なものの形状や組成等を示す。（(3)における「性状」も同様。） 

(2)は、脱水、焼成、破砕等、廃棄物の処理の種類をいう。 

  (4)の「価格及び需要の見込み」は、過去の実績等から推定すること。 

(5)の「事業の規模」とは、再生品の製造能力及び廃棄物の処理能力をいう。 

二 「当該許可に係る事業範囲」とは、廃棄物処分業の許可証の事業の範囲に相当する部分に記載されている

内容をいう。 

ホ 「当該許可に係る施設の種類」とは、廃棄物処理施設の許可証の施設の種類に相当する箇所に記載されて

いる内容をいう。 

へ （4）の「構造等の設置に関する計画」には、施設の技術上の基準（規則第４条、第12条、第12条の２）適

合状況について、単に基準に適合しているかどうかではなく、具体的な根拠も含めて記述する。 

(5)の「維持管理に関する計画」には、施設の維持管理の技術上の規準（規則第４条の５、第12条の６第12

条の７）適合状況について、単に規準に適合しているかどうかではなく、具体的な根拠も含めて記述する。 
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４ 「当該施設の所有権を有すること（所有権を有しない場合には、当該施設を使用する権限を有すること）を 

証する書類」とは、申請者の土地登記簿謄本、固定資産税課税台帳種類別明細書、貸借契約書等をいう。 

５ 「具体的な計画書」とは、施設設置工事工程表等をいう。 

６ 「登記事項証明書」については、代わりに現在事項全部証明書でもよい。共同企業体（ＪＶ）の場合は共同

企 

業体協定書等も添付すること。 

８ 様式８に示すとおり、申請者が欠格要件に該当しないことを誓約した文書類をいう。 

10 「当該株主又は者の氏名又は名称、住所及び当該株主の有する株式の数又は当該者のなした出資の金額を記 

載した書類」については、有価証券報告書の写し等でもよい。 

11 「当該再生に係る事業場において当該再生に関する技術上の業務を的確に行うに足りる知識及び技能をする 

と認められる者」の履歴書をいう。 

14 「法人税の納付すべき額及び納税済額を証する書類」とは、法人税の納税証明書の原本をいう。 

15 「所得税の納付すべき額及び納付済額を証する書類」とは、所得税の納税証明書の原本をいう。 

18 様式18に示す再生利用施設の概要並びに製造工程の概念図、製造工程の詳細図、再生処理フロー図、附近 

見取図（施設配置図）、平面図、立面図、構造図、断面図、廃棄物投入位置図、廃棄物投入設備図及び設計計 

算書等をいう。 

19 様式19に示す再生利用施設に係る生活環境調査結果を示す。なお、その内容は、廃棄物処理施設設置許可申 

請時に添付する「生活環境に及ぼす影響についての調査の結果を記載した書類」に準じる。 

21 「その他環境大臣が定める廃棄物ごとに環境大臣が定める書類及び図面」については、次のとおり廃棄物の 

種類ごとに書類及び図面が定められている。 

〈廃肉骨粉の場合〉 

再生利用をする廃肉骨粉が適正に利用されることについて、当該再生利用の用に供する施設の所在地を管轄

する農林水産省地方農政局長（北海道にあっては同省生産局長、沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長）

が作成する確認書 

〈汚泥の場合〉 

① 再生品を高規格堤防の築造材として利用しようとしている河川管理者の名称を記載した書類 

② 当該高規格堤防の築造に係る工事の発注者から交付を受けた確認書及びこれに添付された当該工事に

係る仕様書の写し 

〈シリコン含有汚泥の場合〉 

  ① 再生品について乾燥、粉砕等の加工（以下「加工」という。）を行う事業者の氏名又は名称並びに事業 

所の名称及び所在地を記載した書類 

② ①に掲げる事業者における再生品の加工の方法並びに再生品の加工を行う施設の概要及び所在地を記

載した書類 

③ 製鉄業者であって加工を行った再生品（以下「加工品」という。）を利用するもの（以下「製鉄業者」

という。）の氏名又は名称並びに事業所の名称及び所在地を記載した書類 

④ 製鉄業者における加工品の利用の方法並びに加工品を利用する施設の概要及び所在地を記載した書類 

⑤ 加工品を利用することについて製鉄業者の同意を得たことを証する書類 

 

 

３ 変更の認定について 

（１）変更の認定 

（法第９条の８第６項、第15条の４の２第３項、規則第６条の７の２、第12条の12の７） 
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認定を受けた者は、第２項第２号に掲げる事項の変更（当該認定に係る再生利用の用に供する施設以外の

再生利用の用に供する施設（当該認定に係る再生利用の内容以外の内容の再生利用を行わないものに限る。）

の設置を含む。）をしようとするときは、環境省令で定めるところにより、環境大臣の認定を受けなければ

ならない。ただし、その変更が環境省令で定める軽微な変更であるときは、この限りではない。 

環境省令で定める軽微な変更とは、次の各号のいずれにも該当しない変更とする。 

  １ 第６条の６の２第１号の事業計画に記載した当該認定に係る再生利用の用に供する施設の処理能力（当

該処理能力について法第９条の８第６項の変更の認定を受けたときは、変更後のもの。以下この号におい

て同じ。）に係る変更であって、当該変更によって当該処理能力が増大するもの 

２ 当該認定に係る再生利用の用に供する施設の構造又は設備の変更 

  ３ 当該認定に係る再生利用の用に供する施設以外の再生利用の用に供する施設の設置 

［解説］ 

◎再生利用の用に供する施設の構造若しくは規模の変更又は当該認定に係る再生利用の用に供する施設を追加する

場合には、事後の届出ではなく事前に変更の認定の申請を行い、環境大臣の変更の認定を受ける必要がある。 

 

（２）変更認定申請書 

Ⅰ 変更申請書記載事項 

（規則第６条の７第１項、第 12条の 12の７） 

変更の認定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を環境大臣に提出しなければならな

い。 

１ 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

２ 認定の年月日及び認定番号 

３ 変更に係る施設の設置の場所 

４ 変更に係る施設の種類 

５ 変更の内容 

６ 変更の理由 

７ 変更のための工事の着工予定日及び変更後の使用開始予定年月日 

［解説］ 

 変更の認定申請は、申請書類（様式Ｂ）を用いて行うこととなる。なお、別添（記入例）を参考にすること。 

 

 Ⅱ 添付書類・図面 

（規則第６条の７第２項、第 12条の 12の７） 

前項の申請書には、次に掲げる書類及び図面を添付しなければならない。 

１ 令第５条の７に規定する認定証 

２ 変更後の施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施設の付

近の見取図 

３ 処理行程に変更がある場合には、変更後の処理工程図 

４ 施設を設置しようとする場合には、当該施設を設置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響について

の調査の結果を記載した書類。 

 

 

４ 役員の変更の届出について 

（１） 役員変更の届出 

 （規則第６条の６の３第１項、第12条の12の７） 

 認定を受けた者が法人である場合において、役員に変更があったときは、新たに就任した役員の氏名及び

住所を届け出なければならない。 
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（２） 届出書 

 （規則第６条の６の３第２項、第12条の12の７） 

 

 

 

［解説］ 

様式８に示すとおり、申請者が欠格要件に該当しないことを誓約した文書類をいう。 

 

５ 施設の軽微な変更等の届出について 

（１）施設の軽微な変更等の届出 

 （法第９条の８第８項、第15条の４の２第３項） 

 

 

 

 

（２）届出書 

Ⅰ 変更届出書記載事項 

（規則第６条の８第１項、第12条の12の７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

［解説］  

 ２ 軽微な変更とは、本章の３（１）に記載されているとおりである。 

・変更の届出書は、様式Ｄより提出すること。 

 

Ⅱ 添付書類・図面 

（規則第６条の８第２項、第 12条の 12の７） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ６ 休廃止等の届出について 

届出書には、当該新たに就任した役員が法第７条第５項第４号イからトまでに該当しないものであること

を誓約する書面を添付するものとする。 

認定を受けた者は、第２項第１号に掲げる事項の変更又は第６項ただし書の環境省令で定める軽微な変更

をしたときは、環境省令で定めるところにより、遅滞なく、その旨を環境大臣に届け出なければならない。 

変更の届出は、当該変更の日から10日以内に、次に掲げる事項を記載した届出書を環境大臣に提出して行

うものとする。 

 １ 氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 ２ 認定の年月日及び認定番号 

 ３ 変更の内容 

 ４ 変更の理由 

 ５ 変更の年月日 

 

２ 前項の届出書には、次に掲げる書類及び図面を添付するものとする。 

 １ 法第９条の８第２項第１号に掲げる事項の変更の場合には、個人にあっては住民票の写し並びに成年

被後見人及び被保佐人に該当しない旨の登記事項証明書、法人にあっては定款又は寄附行為及び登記

事項証明書 

 ２ 前条に規定する軽微な変更の場合には、次に掲げる書類及び図面 

  イ 変更後の施設の構造を明らかにする平面図、立面図、断面図、構造図、及び設計計算書並びに当該

変更後の施設の付近の見取図 

  ロ 当該認定に係る再生利用認定の用に供する施設の維持管理に関する計画に変更があった場合には、

当該変更後の施設の維持管理に関する計画を記載した書類 
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（１）休廃止等の届出 

（令第５条の８、第７条の６） 

１ 認定を受けた者は、当該認定に係る収集若しくは運搬若しくは処分の事業の全部若しくは一部を廃止し

たとき、又は当該認定に係る再生利用の用に供する施設を廃止し、若しくは休止し、若しくは休止した当

該施設を再開したときは、環境省令で定めるところにより、その旨を環境大臣に届け出なければならない。 

２ 認定を受けたものは、次に掲げる事項の変更をしたときは、環境省令で定めるところにより、その旨を

環境大臣に届け出なければならない。 

（１） 認定を受けた者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあってはその代表者の氏名 

（２） 事務所及び事業場の所在地 

（３） その他環境省令で定める事項 

イ 認定を受けた者がその営業に関し成年者と同一の能力を有しない未成年である場合には、その法定 

代理人 

ロ 認定を受けた者が法人である場合には、その役員 

［解説］ 

 休廃止等の届出は、当該休廃止等の日から 10日以内に環境大臣に行わなければならない。 

 

（２）届出書 
（規則第６条の10、第６条の11、第 12条の 12の７） 

１ 事業の廃止の届出 

廃止の届出は、当該廃止の日から10日以内に、次に掲げる事項を記載した届出書を環境大臣に提出して

行うものとする。 

（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（２）認定の年月日及び認定番号 

（３）廃止した事業の範囲 

（４）廃止の理由 

（５）廃止の年月日 

 

２ 再生利用の用に供する施設の廃止等の届出 

再生利用の用に供する施設の廃止若しくは休止又は再開の届出は、当該廃止若しくは休止又は再開の日 

から10日以内に、次に掲げる事項を記載した届出書を環境大臣に提出して行うものとする。 

（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

（２）認定の年月日及び認定番号 

（３）施設の設置の場所 

（４）施設の種類 

（５）廃止若しくは休止又は再開の理由 

（６）廃止若しくは休止又は再開の年月日 

［解説］ 

 事業の廃止、変更及び再生利用の用に供する施設の廃止等の届出については様式Ｃ又はＥにより提出するこ

と。 

 

 

７ 認定後に適用を受ける規定について 

（１）再生利用に関する報告 

（規則第６条の12、第12条の12の７） 

認定を受けた者は、毎年６月30日までに、その年の３月31日以前の１年間における当該認定に係る一般（産

業）廃棄物の再生利用に関し、当該一般（産業）廃棄物の種類ごとに次に掲げる事項を記載した報告書を環
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境大臣に提出しなければならない。  

（１）氏名又は名称及び住所並びに法人にあつては、その代表者の氏名  

（２）法第９条の８第１項又は第15条の４の２第１項 の認定の年月日及び認定番号  

（３）当該認定に係る施設において再生利用を行つた一般（産業）廃棄物の種類及び数量並びに再生により得

られた再生品並びに当該再生に伴い生じた廃棄物（再生品を除く。）の種類及び数量  

（４）再生品の利用状況  

（５）再生に伴い生じた廃棄物（再生品を除く。）の処分方法ごとの処分量 

［解説］ 

 認定を受けた者は、当該認定に係る再生利用の状況について、実績を報告しなければならない。様式Ｆを参

照のこと。 

 

（２）収集運搬における表示と書面の備付け 

（令第６条第１項第１号、規則第７条の２第１項第４号、第６号、第７条の２の２第１項第４号、第３項、第４項） 

産業廃棄物の収集又は運搬に当たっては、法第15条の４の２第１項の認定を受けた旨、以下のとおり表示

をするとともに、認定書の写しを備え付けなければならない。 

（１） 船舶を用いて収集又は運搬を行う場合 

産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する船舶である旨、認定を受けた者の氏名又は名称及び認定番号を、

規則様式第１号（省略）により船橋の両側（船橋のない船舶にあつては、両げん）に鮮明に表示する。 

（２） 運搬車を用いて収集又は運搬を行う場合 

産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である旨、認定を受けた者の氏名又は名称及び認定番号を、

車体の両側面に鮮明に表示することにより行う。 

また、識別しやすい色の文字で表示するものとし、産業廃棄物の収集又は運搬の用に供する運搬車である

旨については日本工業規格Z8305に規定する140ポイント以上の大きさの文字、それ以外の事項については、

日本工業規格Z8305に規定する90ポイント以上の大きさの文字及び数字を用いて表示しなければならない。 

［解説］ 

 認定を受けた者が再生利用に係る収集運搬を行う場合は、船舶及び運搬車への表示義務が課される。なお、

運搬車の場合は、文字のポイントが規定されていることに注意が必要である。 

 

（３）廃棄物処理基準の遵守、帳簿の備付け、記載及び保存の義務 

（法第９条の８第５項、法第15条の４の２第３項） 

認定を受けた者については、以下の次項について一般（産業）廃棄物処理業者とみなされる。 

（１） 一般（産業）廃棄物処理基準の遵守義務 

（２） 受託禁止義務（処理業者その他環境省令で定める者以外の者は、産業廃棄物の収集運搬又は処分を受

託してはならない。） 

（３） 帳簿の備付け、記載、保存義務 

［解説］ 

 認定を受けた者が再生利用を行うに当たっては、「（２）収集運搬における表示と書面の備付け」の他、一

般（産業）廃棄物処理業者と同様に適用される規定があることに注意が必要である。 

 

（４）都道府県知事又は市町村長による報告徴収、改善命令等 

（法第９条の８第５項、法第15条の４の２第３項） 

認定を受けた者については、以下の次項について、都道府県知事又は市町村長の指導監督の対象となる。 

（１） 報告徴収 

（２） 改善命令 

［解説］ 

 認定を受けた者については、一般（産業）廃棄物処理業者と同様に、報告徴収及び改善命令の対象となる。

その他、都道府県知事又は市町村長は、認定を受けた者に対して、法第 18 条第１項に基づく報告徴収や法第

19条第１項に基づく立入検査や法第19条の４又は法第19条の５に基づく措置命令の権限を有していることに
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も注意が必要である。 
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第２章 申請手続 

１ 留意事項 

（１）Ａ４用紙を使用すること。ただし、登記簿の謄本等は他の大きさの用紙でも差し支えない。 
（２）申請書類は２穴ハードファイルに綴じること。登記簿の謄本等もファイルのポケット等に入れたりせず、

直接穴を開けてファイルに綴じること。 
（３）一般廃棄物と産業廃棄物に共通する以下の場合については、一般廃棄物分と産業廃棄物分を一つの申請書

にまとめて申請することも可能である。 
  ① 廃ゴム製品（廃ゴムタイヤ（自動車用のものに限る。））に含まれる鉄をセメントの原材料として使用

する場合 

  ② 廃ゴム製品を鉄鋼の製造の用に供する転炉その他の製鉄所の施設において溶銑に再生し、かつ、これを

鉄鋼製品の原材料として使用する場合 

  ③ 廃プラスチック類を高炉で用いる還元剤に再生し、これを利用する場合（④の場合を除く。） 

  ④ 廃プラスチック類をコークス炉においてコークス及び炭化水素油に再生し、これらを利用する場合 

  ⑤ 廃肉骨粉（化製場から排出されるものに限る。）に含まれるカルシウムをセメントの原材料として使用

する場合 

⑥ 廃木材（廃棄物となった木材で、容易に腐敗しないように適切な除湿の措置を講じたものに限る。）を

鉄鋼の製造の用に供する転炉その他の製鉄所の施設において溶銑に再生し、かつ、これを鉄鋼製品の原材

料として使用する場合（構造改革特別区域法第２条第１項に規定する構造改革特別区域のみに限定） 

  ⑦ 金属を含む廃棄物（当該金属を原材料として使用することができる程度に含むものが廃棄物になったも

のに限る。）から、鉱物又は鉱物の製錬若しくは精錬を行う工程で生ずる副生成物等を原材料として使用

する非鉄金属の製錬若しくは精錬又は製鉄の用に供する施設において、金属を再生品として得る場合 
（４）登記事項証明書等の添付書類は最新のものを用いること。 
（５）添付書類・図面には、目次を作成し、書類ごとに見出しを付け目次との関連付けを行うこと。 

（６）申請書本文及び添付書類・図面において空欄がある場合は「記入漏れ」なのか「該当なし」かの判断がで

きないため、該当しないものがある場合は「該当なし」と明確に記入すること。 

（７）認定を受けた者は、廃棄物処理基準に従って処理を行わなければならない等、廃棄物処理法上の規制の適

用を受けることから、法令については再生利用認定制度も含めて、法全般について遵守すること。 

（８）認定後、案件によっては、地方環境事務所及び関係都道府県又は市町村へも送付する追加資料（申請

書類の複写したもの）を必要部数提出していただく場合があること。 

 

２ 登録免許税の支払い方法 

   本制度は登録免許税の課税対象となり、認定１件当たり 15万円を納付する必要がある。登録免許税

の支払いは、環境省本省の区域の管轄が麹町税務署のため、麹町税務署宛で納付すること。麹町税務署

で直接納付する以外は、各税務署で麹町税務署宛の納付書を入手し、指定の金融機関で必要金額を納付

すること。 

申請者は、登録免許税を支払った際の領収証書の原本を申請書類とともに提出する必要がある。支払

い時期は、環境省から事前確認終了後、納付の指示を受けた後で差し支えない。 

納付に当たっては、金額が３万円を超えることから現金納付に限られ、印紙納付はできない。また、

申請書類に不備がある場合は、登録免許税の支払いを済ませていても申請書類は受理できないので、注

意が必要である。 

 

※登録免許税法（昭和 46年法律第 35条）第 21条 

登記等を受ける者は、この法律に別段の定めがある場合を除き、当該登記等につき課されるべき登録

免許税の額に相当する登録免許税を国に納付し、当該納付に係る領収証書を当該登記等の申請書にはり

付けて当該登記等に係る登記官署等に提出しなければならない。 
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３ 申請書の提出について 

  申請には、環境省担当者と連絡を取り、必要に応じて事前相談を行った上で、申請書は廃棄物の種類に応じ

て以下の宛先に提出すること。郵送等による申請も可能。届出についても同様。 
    〒100-8975 
    東京都千代田区霞が関一丁目２番２号 

      中央合同庁舎５号館 26階 

    ℡：（03）3581－3351（代表） 

    環境省廃棄物・リサイクル対策部 

    廃棄物対策課（一般廃棄物所管）、産業廃棄物課（産業廃棄物所管） 

 
 認定の審査に係る標準処理期間は３か月とする。なお、この期間は申請書類の受理（事前審査は含まれない。）

から認定日までの期間（申請書類の受理後書類の不備が発覚した場合の補正期間は除く。）であり、事前相談に

係る期間は含まれない。 

 

注記 法  ：廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和45年法律第137号） 

施行令：廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（昭和46年政令第300号） 

規則 ：廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和46年厚生省令第35号） 
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別添１  

 

 

 

 

 

 

 

再生利用認定申請  

 

 

 

様式集  
 

 

 

 

 

 

 

 

様式 A：再生利用認定申請書  
様式 B：変更認定申請書  
様式 C：廃止届出書  
様式 D：変更届出書  
様式 E：施設の廃止等届出書  
様式 F：再生利用報告書  
様式 G：一般(産業）廃棄物再生利用認定役員変更届出書 
添付書類：様式 1 

様式 8 
様式 18 
様式 19 
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  に係る再生利用認定申請書 
 

平成   年  月  日 
 

環 境 大 臣 殿 
 
                                申請者   
                                住 所   
                                氏 名   
                                      
                                電話番号  
 
 
 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の８第１項及び第１５条の４の２第１項に規定する環境大臣の認

定を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。 
 
[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ロ(1)] 
[ 規則 第１２条の１２の７] 
再生利用を行う一般廃棄物及び産業廃棄物の種類

及び性状 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ロ(2)] 
[ 規則 第１２条の１２の７] 
再生の方法 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ロ(3) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７]] 
再生によって得ようとする物（以下「再生品」と

いう。）の種類及び性状並びに当該再生品を適合

させようとしている日本工業規格その他の規格等

の名称及び内容 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ロ(4) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７] 
再生品の利用方法並びに価格及び需要の見込み 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ロ(5） ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
事業の規模 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ハ] 
[ 規則 第１２条の１２の７] 
再生に係る事務所及び事業場の所在地 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ニ ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
法第７条第６項又は第１４条第６項の許可を受け

ている場合には、当該許可に係る事業の範囲 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ホ ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
法第８条第１項又は法第１５条第１項の許可を受

けている場合には、当該許可に係る施設の種類 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ヘ(１)] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設の設置の場所 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ヘ(2）  
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設の種類 

 

（様式A） 
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[ 規則 第６条の６の２ 第１号  へ(3)] 
[ 規則 第１２条の１２の７] 
施設の処理能力 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 へ(4) 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設の位置、構造等の設置に関する計画 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 へ(5) 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設の維持管理に関する計画 

 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号  へ(6)] 
[ 規則 第１２条の１２の７] 
施設を設置しようとする場合には、着工予定年月

日及び使用開始予定年月日 

 

※ 規則：廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号） 
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  に係る再生利用認定の変更の申請書 
 

平成   年  月  日 
 

環 境 大 臣 殿 
 
                                申請者   
                                住 所   
                                氏 名   
                                      
                                電話番号  
 
 
 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の８第１項及び第１５条の４の２第１項の認定に係る以下の事項

について変更したく、同法（第１５条の４の２第３項において準用する）第９条の８第６項の規定により、関

係書類及び図面を添えて申請します。 
 
[ 規則 第６条の７ 第１項 第２号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
認定の年月日及び認定番号 

認定年月日： 
認定番号： 

[ 規則 第６条の７ 第１項 第３号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更に係る施設の設置の場所 

 

[ 規則 第６条の７ 第１項 第４号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更に係る施設の種類 

 

[ 規則 第６条の７ 第１項 第５号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更の内容 

 

[ 規則 第６条の７ 第１項 第６号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更の理由 

 

[ 規則 第６条の７ 第１項 第７号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更のための工事の着工予定年月日及び変更後の

使用開始予定年月日 

着工予定年月日： 
使用開始予定年月日： 

[ 規則 第６条の７ 第２項 第１号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
令第５条の７に規定する認定証 

【添付資料  】参照 

[ 規則 第６条の７ 第２項 第２号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更後の施設の構造を明らかにする平面図、立面

図、断面図、構造図及び設計計算書並びに当該施

設の付近の見取図 

【添付資料  】参照 

[ 規則 第６条の７ 第２項 第３号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
処理工程に変更がある場合には、変更後の処理工

程図 

【添付資料  】参照 

[ 規則 第６条の７ 第２項 第４号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設を変更しようとする場合には、当該施設を設

置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響に

ついての調査の結果を記載した書類 

【添付資料  】参照 

※ 規則：廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号） 

（様式B） 
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（様式Ｃ）  
 

平成   年  月  日  
 
環境大臣        殿  
 

届出者  
住所  
氏名又は名称  
代表者の氏名  
電話番号  

 
 

一般（産業）廃棄物再生利用認定廃止届出書 
 
 
平成   年 月   日付け平成   年第   号で認定を受けた産業廃棄物再生利用認定に係る以

下の事項について廃止したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（第７条の６

において準用する）第５条の８の規定により届け出ます。  
 

認定年月日及び認定番号  平成   年   月   日 平成   年第   号  

廃止した事業の範囲  

 
 

廃止の理由  

 
 

廃止の年月日  平成   年   月   日  

連絡先  

【担当者】  
所属  
氏名  
電話番号  
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（様式Ｄ）  
 

平成   年  月  日  
 
環境大臣        殿  
 

届出者  
住所  
氏名又は名称  
代表者の氏名  
電話番号  

 
 
 

一般（産業）廃棄物再生利用認定変更届出書 
 
 

平成   年 月   日付け平成   年第   号で認定を受けた産業廃棄物再生利用認定に係る以

下の事項について変更したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律（第１５条の４の２

第３項において準用する）第９条の８第８項の規定により届け出ます。  
 

認定年月日及び認定番号  平成   年   月   日 平成   年第   号  

変更の内容  

 
 

変更の理由  

 
 

変更の年月日  平成   年   月   日  

連絡先  

【担当者】  
所属  
氏名  
電話番号  

 



29 

 

（様式Ｅ）  
 

平成   年  月  日  
 
環境大臣        殿  
 

届出者  
住所  
氏名又は名称  
代表者の氏名  
電話番号  

 
 

再生利用の用に供する施設の廃止等届出書 
 
 

平成   年 月   日付け平成   年第   号で認定を受けた産業廃棄物再生利用認定に係る以

下の事項について廃止したので、廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令（第７条の６

において準用する）第５条の８の規定により届け出ます。  
 

認定年月日及び認定番号  平成   年   月   日 平成   年第   号  

施設の設置の場所  

 
 
 
 
 

施設の種類  

 
 
 
 
 

廃止若しくは休止又は再開

の理由  

 
 
 
 
 

廃止若しくは休止又は再開

の年月日  平成   年   月   日  

連絡先  

【担当者】  
所属  
氏名  
電話番号  
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（様式Ｆ）  
 

平成   年  月  日  
環境大臣        殿  
 

届出者  
住所  
氏名又は名称  
代表者の氏名  
電話番号  
 

一般（産業）廃棄物再生利用報告書 
 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（第１２条の１２の７において準用する）

第６条の１２の規定に基づき、平成   年度の一般（産業）廃棄物の再生利用に関する報告

書を提出します。  
 

認定の年月日及び認定番号  
年 月 日       平成   年   月   日  

認 定 番 号       平成   年第   号  

再生利用を行った一般（産業）

廃棄物の種類及び数量  

種 類        

数 量       ｔ・ｍ３ 

再生により得られた再生品  
種 類        

数 量       ｔ・ｍ３  

再生に伴い生じた廃棄物（再

生品を除く。）の種類及び数量  

種 類        

数 量       ｔ・ｍ３ 

再生品の利用状況   

再生に伴い生じた廃棄物（再

生品を除く。）の処分方法ごと

の処分量  
 

連絡先  

【担当者】  
所属  
氏名  
電話番号  
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（様式 G）  
 

平成   年  月  日  
 
環境大臣        殿  
 

届出者  
住所  
氏名又は名称  
代表者の氏名  
電話番号  

 
 

一般（産業）廃棄物再生利用認定役員変更届出書  
 
 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（第１２条の１２の７において準用する）

第６条の６の３の規定に基づき、役員の変更を届け出ます。  
 

認定年月日及び認定番号  
平成   年   月   日 平成   年第   号  
 
平成   年   月   日 平成   年第   号  

変更の内容  

 
 
 
 
 

変更の年月日  平成   年   月   日  

連絡先  

【担当者】  
所属  
氏名  
電話番号  
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（様式１） 
事業計画概要 
事業概要  

再生利用者  
再生利用を行う廃棄物

の種類 
 

再生の方法  
再生品の種類  
再生利用フロー 

 

設置場所  
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再生施設諸元 施設名 台数      能力 設置 
場所 

    

都市計画  
環境保全対策 水質汚染 

 
 

大気汚染 
 
 

 

悪臭 
 

 

振動 
 
 

 

騒音 
 

 

飛散  

流出  

地下浸透  

作業時間  

連絡先  

添付図  
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（様式８） 
平成  年  月  日 

環境大臣      殿 
 
 

誓  約  書 
 

当社における監査役を含む全役員は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第

５項第４号イからヌまで及び法律第１４条第５項第２号イからへまでのいずれにも該

当していないことを誓約します。 
 
 
 
 
 
                       住 所 
 
                       氏 名           印 
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（様式１８） 
再生利用施設の概要 

 
廃棄物の種類  

再生の方法  

土地所有者  

都市計画  

処

理

施

設 

種類  

型式  

設置場所  
処理能力  

 

環

境

保

全

対

策 

水質汚染  

大気汚染  

悪臭  

振動  

騒音  

飛散  

流出  

地下浸透  

処分後の廃棄物の

処理方法 

 

そ 

の 

他 

作業時間  

責任者  

備考  
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（様式１９） 

廃棄物の再生利用施設生活環境調査 

 

１．廃棄物再生利用施設生活環境調査項目の現状及びその把握 

２．排出状況と排出基準 

３．廃棄物を再生利用することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響 
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別添２  

 

 

 

 

 

 

 

再生利用認定申請  

 

 

 

記載例 
 

 

 

 

 

 

 

 

様式 A：再生利用認定申請書 
様式 B：変更認定申請書  

添付書類：様式 1 
様式 8 
様式 18 
様式 19 
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［記入例］廃ゴムタイヤに係る再生利用認定申請書（様式Ａ） 
 

平成 ○○年○○月○○日 
 

環 境 大 臣 殿 
 
                                申請者   
                                住 所  東京都千代田区霞ヶ関一丁目２番２号 
                                氏 名  環境省セメント株式会社 
                                     代表取締役 環境 省太郎 
                                電話番号 ××－××××－×××× 
 
 
 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第九条の八第一項及び第十五条の四の二第一項に規定する環境大臣の認

定を受けたいので、関係書類及び図面を添えて申請します。 
 
[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ロ(1)] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
再生利用を行う一般廃棄物及び産業廃棄物の種類

及び性状 

種類：廃ゴムタイヤ 
性状： 廃ゴムタイヤ（自動車用タイヤ）で丸タイヤまたは

カットされたもの。 
 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ロ(2) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７] 
再生の方法 

焼成 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ロ(3) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
再生によって得ようとする物（以下「再生品」と

いう。）の種類及び性状並びに当該再生品を適合

させようとしている日本工業規格その他の規格等

の名称及び内容 

種類：ポルトランドセメント 
 
性状：原料である石灰石と粘土類（粘土、珪石、鉄原料）

を粉砕・焼成し、得られた鉱物（ｸﾘﾝｶｰ）に石膏を加

えて粉砕したもの。 

日本工業規格：JIS R 5210 ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ 
 
内容：添付書類２（３）「JIS R 5210 ﾎﾟﾙﾄﾗﾝﾄﾞｾﾒﾝﾄ」 
 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ロ(4) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
再生品の利用方法並びに価格及び需要の見込み 

利用方法 再生品：ポルトランドセメントの生産・販売 
価格  

１トン当たり○○円～○○円 
需要の見込み  

年間○○○○トン 
[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ロ(5) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
事業の規模 

セメント焼成炉（ロータリーキルン）を用いて廃ゴムタ

イヤをセメント原料として窯尻より投入し、1450℃以上

で焼成してセメントを製造する。 

 
ロータリーキルン セメント製造能力： 

１号 ○○○ｔ／日 

２号 ○○○ｔ／日 

３号 ○○○ｔ／日 

合計 ○○○ｔ／日 

再生利用を行う一般廃棄物の処理能力：   

１号  ○○ｔ／日 

２号  ○○ｔ／日 

３号  ○○ｔ／日 

合計 ○○○ｔ／日 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ハ ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 

事務所 環境省セメント株式会社 
東京都千代田区霞ヶ関一丁目２番２号 
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再生に係る事務所及び事業場の所在地 事業場 環境省セメント株式会社 ○○工場 
○○県○○市○○○丁目○番○号 
 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ニ ] 
[ 規則 第１２条の１２の７] 
法第７条第６項又は第１４条第６項の許可を受け

ている場合には、当該許可に係る事業の範囲 

一般廃棄物

処分業の事

業の範囲 

該当なし 
 

産業廃棄物

処分業の事

業の範囲 

 
産業廃棄物処分業事業範囲 
・事業の区分：中間処理（焼成・焼却） 
・産業廃棄物の種類： 

(焼却)廃プラスチック類、汚泥、廃

油 
(焼成)燃え殻、ばいじん、 

令第２条第１３号の汚泥(無機

性汚泥に限る)、鉱さい、 
ガラスくず・コンクリートくず

及び陶磁器くず、 
金属くず、木くず 
 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 ホ ] 
[ 規則 第１２条の１２の７] 
法第８条第１項又は法第１５条第１項の許可を受

けている場合には、当該許可に係る施設の種類 

一般廃棄物

処理施設の

種類 

該当なし 

産業廃棄物

処理施設の

種類 

焼却施設 
 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 へ(1) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設の設置の場所 

 
環境省セメント株式会社 ○○工場 
ｾﾒﾝﾄ焼成炉 

１号ｷﾙﾝ：○○県○○市○○○丁目○番○号 
２号ｷﾙﾝ：○○県○○市○○○丁目○番○号 
３号ｷﾙﾝ：○○県○○市○○○丁目○番○号 
 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 へ(2) ]  
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設の種類 

セメント焼成炉 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 へ(3) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設の処理能力 

 

ロータリーキルン セメント製造能力：１号 ○○○ｔ／日 

２号 ○○○ｔ／日 

３号 ○○○ｔ／日 

 

再生利用を行う一般廃棄物の処理能力： 

１号  ○○ｔ／日 

２号  ○○ｔ／日 

３号  ○○ｔ／日 

合計 ○○○ｔ／日 

 
[ 規則 第６条の６の２ 第１号 へ(４) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設の位置、構造等の設置に関する計画 

セメント焼成炉1,2,3号キルン（既設施設）を使用する。 
 
 
施設の位置 ○○県○○市○○○丁目○番○号 
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施設の技術上の規準（規則第４条、第１２条、第１２条の

２）適合状況 
 
【規則第４条第１項第１号】   
【規則第１２条第１項第１号】  
 自重、積載荷重その他の加重、地震力及び温度応力に対

して構造上安全であること。 
―――添付資料１８（３）設計計算書により、構造耐力

上安全である。 
 
【規則第４条第１項第１号】 
【規則第１２条第１項第１号】 
 廃棄物、廃棄物の処理に伴い生ずる排ガス及び排水、施

設において使用する薬剤等による腐食を防止するために

必要な措置が講じられていること 
 ―――排ガス 
      プレヒーター及びセメント焼成炉は、機器内

面を耐火物で覆っており、かつ排ガスに含ま

れる腐食性のある硫黄分は、原料（石灰石、

カルシウム）に吸着されるため、機器の腐食

は防止される。 
    排水 
      雨水・生活排水及び設備の冷却水のみであり、

機器の腐食のおそれは非常に少ない。 
    薬剤 
      施設内において、薬剤の使用はない。 
 
※以下、同様に該当する施設の技術上の規準について、適

合状況を記載すること。 
 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 へ(5) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設の維持管理に関する計画 

施設の維持管理の技術上の規準（規則第４条の５、第１２ 
条の６，第１２条の７）適合状況 
 
【規則第１２条の６第１項第１号】 

受け入れる産業廃棄物の種類及び量が当該施設の処理 
能力に見合った適正なものとなるよう、受け入れる際に 
に必要な当該産業廃棄物の性状の分析又は計量を行う 
こと。 
―――産業廃棄物の受け入れの際には、計量を行う。 
 

【規則第４条の５第１項第１号】 
【規則第１２条の６第１項第２号】 
施設への廃棄物の投入は、当該施設の処理能力を超えな 
いように行うこと 
―――受け入れる廃棄物は全て計量を行い、施設の処理 

能力○○トン／日を超えないように廃棄物を投 
入する。 

 
※以下、同様に該当する施設の維持管理上の技術上の規準

について、適合状況を記載すること。 
 

[ 規則 第６条の６の２ 第１号 へ(6) ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設を設置しようとする場合には、着工予定年月

日及び使用開始予定年月日 

該当なし 
セメント焼成炉１,２,３号キルン（既設施設）を使用する。 

※ 規則：廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和四十六年厚生省令第三十五号） 
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［記入例］廃ゴムタイヤに係る再生利用認定の変更の申請書（様式Ｂ） 
 

平成   年  月  日 
 

環 境 大 臣 殿 
 

                                申請者   
                                住 所  東京都千代田区霞ヶ関一丁目２番２号 
                                氏 名  環境省セメント株式会社 
                                     代表取締役 環境 省太郎 
                                電話番号 ××－××××－×××× 
 
 
 廃棄物の処理及び清掃に関する法律第９条の８第１項及び第１５条の４の２第１項の認定に係る以下の事項

について変更したく、同法（第１５条の４の２第３項において準用する）第９条の８第６項の規定により、関

係書類及び図面を添えて申請します。 
 
[ 規則 第６条の７ 第１項 第２号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
認定の年月日及び認定番号 

認定年月日：平成○○年○○月○○日 
認定番号：平成○○年第○○号 

[ 規則 第６条の７ 第１項 第３号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更に係る施設の設置の場所 

環境省セメント株式会社 ○○工場 
○○県○○市○○○丁目○番○号 

[ 規則 第６条の７ 第１項 第４号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更に係る施設の種類 

セメント焼成炉（ロータリーキルン） 

[ 規則 第６条の７ 第１項 第５号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更の内容 

再生利用施設（１号キルン）の処理能力の変更 
 １号キルン ○t/日から○t/日に変更 

     ２号キルン ○t/日から変更なし 
     ３号キルン ○t/日から変更なし 
      合計   ○t/日から○t/日に変更 

[ 規則 第６条の７ 第１項 第６号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更の理由 

○○設備の設置に伴い、処理能力の増量が可能となったた

め。 

[ 規則 第６条の７ 第１項 第７号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更のための工事の着工予定年月日及び変更後の

使用開始予定年月日 

着工予定年月日：平成○○年○○月○○日 
使用開始予定年月日：平成○○年○○月○○日 

規則 第６条の７ 第２項 第１号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
令第５条の７に規定する認定証 

【添付資料１】参照 

[ 規則 第６条の７ 第２項 第２号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
変更後の施設の構造を明らかにする平面図、立面

図、断面図、構造図、及び設計計算書並びに当該

施設の付近の見取図 

【添付資料２】参照 

[ 規則 第６条の７ 第２項 第３号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
処理行程に変更がある場合には、変更後の処理工

程図 

【添付資料３】参照 

[ 規則 第６条の７ 第２項 第４号 ] 
[ 規則 第１２条の１２の７ ] 
施設を設置しようとする場合には、当該施設を設

置することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響に

ついての調査の結果を記載した書類 

該当なし。 

※ 規則：廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和四十六年厚生省令第三十五号） 
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                                    （様式１） 
［記入例］事業計画概要 
事業概要  廃ゴムタイヤを丸タイヤ又はカット品の状態で、セメント焼成

炉の窯尻部より自動投入装置により投入し、セメント原料の一部

（鉄原料）として天然原料とともに１，４５０℃以上で焼成し、

セメント製品として再生利用する。 
 

再生利用者  環境省セメント株式会社  
再生利用を行う廃棄物

の種類 
 
廃ゴムタイヤ 

再生の方法  焼成 
再生品の種類  ポルトランドセメント 
再生利用フロー     

  石灰石  粘土  硅石  鉄原料 
 
 
              乾燥（ﾄﾞﾗｲﾔ） 
 
            混合・粉砕（原料ﾐﾙ） 
(原料代替： 
 鉄原料）       予熱･仮焼（ﾌﾟﾚﾋｰﾀ） 

 
 
(原料代替：         焼成（ﾛｰﾀﾘｰｷﾙﾝ）            

ｶﾙｼｳﾑ等) 
   廃肉骨粉      冷却（ｸﾘﾝｶｸｰﾗ） 
 
                 石膏   クリンカ    
  
            粉砕（ｾﾒﾝﾄﾐﾙ） 
 
             セメント 

設置場所 ｾﾒﾝﾄ焼成炉１号ｷﾙﾝ：○○県○○市○○○丁目○番○号 
ｾﾒﾝﾄ焼成炉２号ｷﾙﾝ：○○県○○市○○○丁目○番○号 
ｾﾒﾝﾄ焼成炉８号ｷﾙﾝ：○○県○○市○○○丁目○番○号 

廃ゴムタイヤ 
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再生施設諸元 施設名 台数      能力 設置 

場所 
セメント焼成炉 
工場内に既設の

キルン全て 

３基 セメント製造能力： 
１号 ○○○t/日 
２号 ○○○t/日 
３号 ○○○t/日 
合計 ○○○t/日 

再生利用を行う一般廃棄物 
及び産業廃棄物の処理能力： 
１号  ○○t/日 
２号  ○○t/日 
３号  ○○t/日 
合計 ○○○t/日 

屋外 

都市計画 市街化区域（準工業地域） 
環境保全対策 水質汚染 

 
工場からの排水は、生活排水、雨水、設備の冷却水（密封さ

れた配管内を通るため、原料や廃棄物等との接触はない。）だ

けであり、生活環境に影響を与えるものはない。 

大気汚染 
 
 

排ガスに含まれる硫黄分はプレヒータで原料に吸着させる。

また、ばいじんは電気集塵機で捕集後セメント原料に再利用

する。 

悪臭 
 

８００℃以上の高温燃焼・焼却により悪臭の発散はない。 

振動 
 
 

十分な基礎重量を確保しており、必要に応じて防振ゴム等を

取り付けると共に低速回転機器を使用することで振動の発生

を防止する。 

騒音 
 

施設は敷地境界線から離れた位置に設置しており、必要に応

じてサイレンサーを取り付けることにより騒音の発生を防止

する。 

飛散 吸引ファンにて施設内を大気圧以下とし発塵を防止する。 

流出 吸引ファンにて施設内を大気圧以下とし施設からの漏れ出し

を防止する。 

地下浸透 廃ゴムタイヤによる汚水は生じないので、地下への浸透はな

い。 

作業時間 ０時～２４時 

連絡先 ○○県○○市○○○丁目○番○号 
環境省セメント株式会社 ○○工場 製造部長 
TEL：×××－×××－×××× 
FAX：△△△－△△△－△△△△ 
e-mail：******@***.**.jp 

添付図 図―１：位置図（○○県全域） 
図―２：位置図（○○市付近） 
図―３：工場平面図 
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（様式８） 
平成○○年○○月○○日 

環境大臣 殿 
 
 

［記入例］誓  約  書 
 
 

当社における監査役を含む全役員は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律第７条第

５項第４号イからヌまで及び法律第１４条第５項第２号イからへまでのいずれにも該

当していないことを誓約します。 
 
 
 
 
 

住 所 東京都千代田区霞が関一丁目２番２号 
 

氏 名 環境省セメント株式会社   印 
代表取締役 環境 省太郎 
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（様式１８） 
［記入例］再生利用施設の概要 

 

廃棄物の種類 廃ゴムタイヤ 

再生の方法 廃ゴムタイヤを原料として窯尻へ投入し、1,450℃以上で焼成してセメント

を製造する。 

土地所有者 本人（自社所有地） 

都市計画 １  市街化区域（ 工業専用地域 ）  

２  市街化調整区域 

３  未線引き区域 

４  計画区域外 

処

理

施

設 

種類 セメント焼成炉 

型式 １号  ：ニューサスペンションプレヒータ付ロータリーキルン 

２，３号：サスペンションプレヒータ付ロータリーキルン 

設置場所 ｾﾒﾝﾄ焼成１号ｷﾙﾝ：○○県○○市○○○丁目○番○号 

ｾﾒﾝﾄ焼成２号ｷﾙﾝ：○○県○○市○○○丁目○番○号 

ｾﾒﾝﾄ焼成３号ｷﾙﾝ：○○県○○市○○○丁目○番○号 

処理能力 キルン生産能力  [t/日]１号：○○ ２号：○○ ３号：○○ 合計：○○ 

廃ｺﾞﾑﾀｲﾔ予定処理量[t/日]１号：○○ ２号：○○ ３号：○○ 合計：○○ 

 

 

環

境

保

全

対

策 

水質汚染 工場からの排水は、生活排水、雨水、設備の冷却水（密封された配管内を通

るため、原料や廃棄物等との接触はない。）だけであり、生活環境に影響を

与えるものはない。 

大気汚染 排ガスに含まれる硫黄分はプレヒータで原料に吸着させる。また、ばいじん

は電気集塵機で捕集後セメント原料に再利用する。 

悪臭 ８００℃以上の高温燃焼・焼却により悪臭の発散はない。 

振動 十分な基礎重量を確保しており、必要に応じて防振ゴム等を取り付けると共

に低速回転機器を使用することで振動の発生を防止する。 

騒音 施設は敷地境界線から離れた位置に設置しており、必要に応じてサイレンサ

ーを取り付けることにより騒音の発生を防止する。 

飛散 吸引ファンにて施設内を大気圧以下とし発塵を防止する。 

流出 吸引ファンにて施設内を大気圧以下とし施設からの漏れ出しを防止する。 

地下浸透 廃ゴムタイヤによる汚水は生じないので、地下への浸透はない。 

処分後の廃棄物の

処理方法 

セメント原料となるため廃棄物は発生しない。 

そ 

の 

他 

作業時間 ０時～２４時 

責任者 環境省セメント株式会社 ○○工場 製造部長  

備考  
※規則：廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行規則（昭和４６年厚生省令第３５号） 
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（様式１９） 

［記入例］一般廃棄物の再生利用施設生活環境調査 

 

１．一般廃棄物再生利用施設生活環境調査項目の現状及びその把握 

以下に示すとおり大気汚染、水質汚濁等に関する周辺地域の生活環境に及ぼす影響は、現状と変

化はないといえるため、生活環境影響調査結果の報告に替えて現況調査結果を報告する。 

（１）再生利用施設は１号：○○t/h、２号：○○t/h、３号：○○t/h のセメント焼成炉３基であ

り、廃棄物再生利用以前と日産数量は同等である。 

（２）セメントの原料は石灰石及び粘土類（粘土、珪石、鉄原料）であり、再生利用する一般廃棄

物は原料代替（鉄原料）として窯尻へ投入される。再生利用する一般廃棄物の使用により原

料量は増加せず、現状使用の原料が同量減少し、全体の原料量は一般廃棄物の再生利用以前

と同等である。 

（３）原燃料の受入れ、製品の出荷は、海送の船舶と陸送の車及びベルトコンベアがあるが、再生

利用する一般廃棄物は原料の代替であるため、原燃料及び製品の物流量は一般廃棄物再生利

用使用以前と同等量である。 

（４）一般廃棄物再生利用による、大気汚染、水質汚濁等の環境対策は、既に実施済みである対策

により対応できる。（対策の詳細は１８（１）「再生利用施設の概要」を参照） 

 

２．排出状況と排出基準 

  現在の排出状況と排出基準を項目別に以下に示す。 

 （１）大気汚染 

  １）硫黄酸化物について 

ばい煙中の硫黄酸化物の排出量は、添付資料 「測定結果１」 に示すように 

１号キルン ２．０～５１m3N/h 

２号キルン ２．２～２７m3N/h 

３号キルン ６．０～３８m3N/h 

であり、排出基準 

１号キルン スラグ乾燥なし時：    ２９８m3N/h以下 

スラグ乾燥有り時：１号ＥＰ２３５m3N/h以下 

２号ＥＰ１３９m3N/h以下 

２号キルン ３２７m3N/h以下 

３号キルン ３２７m3N/h以下 

を下回っている。 

尚、このように排出量が少ない理由としては、セメントの原料中にはカルシウム分が多く含

まれ、これらに硫黄分が吸収されるためである。 

     

２）窒素酸化物について 
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 ばい煙中の窒素酸化物濃度は、資料 「測定結果１」 に示すように、 

１号キルン ２７０～４６０ｐｐｍ 

２号キルン １８０～４７０ｐｐｍ 

３号キルン １８０～４８０ｐｐｍ 

であり、排出基準の４８０ｐｐｍ以下を満足している。 

３）浮遊粒子状物質（ばいじん）について 

ばい煙中の浮遊粒子状物質（ばいじん）の排出量は、資料「測定結果１」に示すように、 

１号キルン ０．００２～０．０６５g/m3N 

２号キルン <０．００１～０．０６４g/m3N 

３号キルン ０．００１～０．０６５g/m3N 

であり、排出基準の０．１０g/m3N 以下を満足している。 

 

４）ダイオキシン類について 

ばい煙中のダイオキシン類濃度は、資料「測定結果２」に示すように、 

１号キルン ０．０ ng-TEQ/m3N （平成○○年○○月測定） 

２号キルン ０．０ ng-TEQ/m3N （平成○○年○○月測定） 

３号キルン ０．０ ng-TEQ/m3N （平成○○年○○月測定） 

であり、一般廃棄物再生利用の基準である０．１ ng-TEQ/m3N 以下（省令第六条の四 第九

項に定める基準）を充分に満足している。 

 

５)塩化水素について 

当工場の再利用施設はセメント焼成炉であるため、ばい煙中の塩化水素濃度に大気汚染防止法

による排出基準の適用はない。 

尚、当工場の塩化水素濃度は、資料 「測定結果１」 に示すように、１、２、３号キルン全

て <30mg/m3N （平成○○年○○月測定）と測定下限以下であり、大気汚染防止法上での廃棄物

焼却炉の排出基準値である700mg/m3N 以下を充分に満足している。 

 

（２）水質汚濁 

工場からの排水は雨水・生活排水および設備の冷却水（密閉された配管内(クローズド)を通る

ため原料や廃棄物には接触しない）であり、生活に影響を及ぼすものはない。しかし工場から排出

される水に対しては自主的に水素イオン濃度計，油膜検知器を設置し常時連続監視を行っている。 

 

３．一般廃棄物を再生利用することが周辺地域の生活環境に及ぼす影響 

  一般廃棄物再生利用することにより、周辺地域の生活環境に及ぼす影響を、項目別に評価した結

果を以下に示す。 

（１）大気汚染 

最近の銀座町の大気関係の環境値は各項目について下表のとおりであり、環境基準値を十分満

足している。一方、一般廃棄物再生利用（廃ゴムタイヤの再生利用）により排ガス量に増減は
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なく、またこの時の乾燥工程、焼成工程にも特に変化はないため、再生利用施設からのばい煙

発生量（硫黄酸化物、窒素酸化物及びばいじん）は変わらないことを合わせると、付近の環境

への影響はほとんど変化しないと考えられる。 

 

１）硫黄酸化物 

○○市の測定局測定値は、環境基準（１日平均値）の０．０４ｐｐｍ以下を満足している。 

二酸化硫黄 

環境基準値 1時間値の1日平均値が０．０４ｐｐｍ以下であり、 

かつ 1時間値が０．１ppm以下である。 

○○市測定局 

（日平均値の２％除外値） 

○○年度 ○○年度 ○○年度 

０．００３ ppm ０．００３ ppm ０．００６ｐｐｍ 

 

２）窒素酸化物について 

    ○○市の測定局測定値は、環境基準（１日平均値）の０．０４ppm～０．０６ppmを満足し 

ている。 

二酸化窒素 

環境基準値 1 時間値の 1 日平均値が０．０４ｐｐｍから０．０６ｐｐｍま

でのゾーン内、又はそれ以下である。 

○○市測定局 

（日平均値の年間９８％値） 

○○年度 ○○年度 ○○年度 

０．０１６ ppm ０．０１５ ｐｐｍ ０．０３１ｐｐｍ 

 

３）浮遊粒子状物質（ばいじん）について 

○○市の測定局測定値は、環境基準（１日平均値）の０．１０mg/m3以下を満足している。 

浮遊粒子状物質 

環境基準値 1時間値の1日平均値が０．１０mg/m3以下であり、かつ、1時

間値が０．２０mg/m3以下である。 

○○市測定局 

（日平均値の２％除外値） 

○○年度 ○○年度 ○○年度 

０．０２２mg/m3 ０．０２１mg/m3 ０．０４４mg/m3 

 

４）ダイオキシン類について 

セメント焼成炉は、1450℃の高温で焼成し、かつ、排ガスは電気集塵機の入口で 200℃以下に

急冷されるため、２項の「排出状況と排出基準」に示したように、ダイオキシン類が発生し難

い。よって、一般廃棄物再生利用（廃ゴムタイヤの再生利用）においても、周辺地域の生活環

境に及ぼす影響には変化はないと考えられる。 

 

５)塩化水素について 

塩素分は、セメントの原料中に多量に含まれるカルシウム分に取り込まれるため、その結果、
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２．「排出状況と排出基準」に示したように、ばい煙中の塩化水素濃度は極めて少なくなる。

よって、一般廃棄物再生利用（廃ゴムタイヤの再生利用）においても、周辺地域の生活環境に

及ぼす影響には変化はないと考えられる。 

 

（２）水質汚濁 

一般廃棄物再生利用（廃ゴムタイヤの再生利用）には、新たに排水を発生させる施設がないので、

工場からの排水は現状と同じ雨水・生活排水および設備の冷却水（密閉された配管内(クローズ

ド)を通るため原料や廃棄物には接触しない）であり、周辺地域の生活環境に及ぼす影響には変

化はないと考えられる。 


